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【共通】

・複数箇所からの給与又は営業所得、不動産所得、年金、厚生年金基金の脱退一時金等、課税される全ての所得

を申告する必要があります。マイナンバー等により、未申告の所得があると判明した場合には、支給済みの奨

学金を一括返金していただくことがあります。

・収入がない月（給与支給０円、所得額０円以下の帳簿）であっても、給与明細書または帳簿等の提出が必要で

す。

・傷病手当金、障害年金や失業等給付等、非課税の所得は申告不要です。

・連続性のある書類の提出が必要です。

（例）５月で派遣先での勤務が終了したため、６月以降の給与明細書はないが、派遣会社への登録は継続している。

⇒６月以降分は、派遣会社が作成した派遣実績がないことを記載した書類の提出が必要です。

・通帳のコピーは提出書類として認められません。

【給与収入の場合】

・氏名、勤務先名、月ごとの金額が記載された給与明細書が必要です。

・賞与がある場合は、賞与明細書の提出も必要です。

・給与明細書に支払日（支給日）が併記されている場合は、支払日（支給日）が属する月の収入証明書として扱

います。

（例）「４月度給与明細書／５月10日支給」と併記⇒５月分の収入証明書

（例）給与明細書の様式が変わり、支払日（支給日）が併記されるようになった

（４月度給与明細書には支払日なし、５月度給与明細書には６月10日支給と併記あり）

⇒勤務先が作成した給与支払証明書を提出してください。

・勤務先を退職した場合は、退職の事実関係が確認できる証明書（退職証明書等）の提出が必要です。

【給与収入以外の場合】

・「事業所名（屋号）」や「事業主名」、月ごとの「売上」「経費」「所得金額（売上から経費を差し引いた金額）」

が記載された帳簿が必要です。帳簿を提出する場合は、23ページ又は機構ホームページ掲載の「（様式）自営

業等の所得金額計算書」を添付してください。

※ 役員報酬の場合は給与収入となります。帳簿ではなく、役員報酬明細書を提出してください。なお、提出

不要にもかかわらず帳簿を提出した場合であっても、給与所得とは別に事業系所得があると判断されます

のでご注意ください。

・廃業した場合は、廃業の事実関係が確認できる証明書（廃業証明書等）の提出が必要です。

収入に関する証明書類の注意点

家計急変の事由別に、必要となる書類のチェックシートやQ＆A等を機構ホームぺージに掲

載していますので、ご活用ください。

https://www.jasso.go.jp/shogakukin/moshikomi/rinji/kakei_kyuhen/moushikomi.html
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